
立入 り検査の制限見なおし
一時間制限の廃上 (全時間帯可能)

指置命令 使 用禁止命令の発動

要■の明確化

指置命令を行なえる者の範囲拡大

措置命令を発 した場合の公示の義務

措置命令専違反に対する罰則対象の

拡大―両罰強化

措置命令等違反に対する罰則の,き

上げ→法人代表者に対 し最大 1億 円

措置命令を発 した場合の公示の義務

防火対象物の定期点検報告片1度導入

1 資格者による防火管理業務の定期

点検報告制度導入

2法 令遵守の防火対象物への、点検報

告義務免除認定

=点 検済表示 認 定表示制度導入

ヒユーマン防災環境を創造する

避難上必要なFL設の管理の義務付け

避難上必要なFL設)廊 下、階段

避
‐
t口年に物件がみだりに存知

されないよう管理することを毒

務付け

OKI沖 電気晰策株 式会社



≪ 16項 (イ)≫

4F

3F

2F

l F

BlF
特定用途部分
3 0 0市以上

特定用さ部分の面積
に関係無 く延べ面積
300市 以上で自火報
設置

※特定用途部分の面積が延べ面積の 10%未 満の場合は 16項 14)に該当しないため従前の基準を適用する。

3F

2F

≪ 特定 1階 段等防火対象物 》

特定用途部分が運難階以外の階 (1階及び 2階を除く。避難上有効な聞田部を有しない壁で区画された言「分)
で、通難階段又は地上に直通する階段が 1個所の防火対象物は面積に関係無く自火報設置 (屋外階段がある
場合を除く)

※ 一定の条件を満たした場合のみ 32条特わJ申請により設置免除される場合があるc

l)特定 1階段等防火対象物として自火報の設置義務が生じる場合の例

3階 に特定用途部分がある

1階段の特定防火対象物

！一，！！一一”十一一！！！一！

4F ≡
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１‐―2F

lF

BlF

Bl階 に特定用途部分がある

2階 段の特定防火対象物

―屋外階段がある場合であっても

特定用途部分が 1階段となるた

め設置必要

Bl階 に特定用途lF分がある

1階段の特定防火対象物

4階 に特定用途部分が ある

2階 段の特定Fj火対象物

-21日所階段がある場合であつて

も特定用途部分が 1階段となる

ため設置必要

4階 に特定用途部分が ある

2階 段の特定防火対象物

-21日所階段がある場合であって

も指定用途部分が述難上有効な

開田部を有しない壁で区画され

た場合設置必要

特定用途部分の楽い 1階 段の

防火対象物

-15項 又は 16項日に該当するため

設置不要 (設置墓牟は従来通 り)

各階に特定用途部分がある

2階 段の特定防火対象物

一奎ての特定用進部分が2階段と

なるため設置不要

2)特定 1階 段与防火対象物として自火報の設置義務が生 じない場合の例 (設置については従前の基準)

1階  2階 に特定用と部分

が ある 1階 段の特定防火対象物

→特定用途部分が そ階 2時 にある

場合 1階 段であつても設置不要

各階4寺定用途部分がある 1階 段

(F_タト階段)の 特定防火対象物

-1階 段であっても屋夕ヽ階段の場合は

設置不要
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…
≪ 防火対象物の使用形態が多様化、複雑化する中での用途指定の見直 し ≫

2項ハ 「性風俗関連特殊営業を営む店舗等Jの 追加

5項 口に 「宿泊所その他これらに類するもの」の追加

日基準

2項 ハ 取 扱事例

非特定肪火対象物

飲食を伴わない風俗店

新基準

特定防火対象物
飲食を伴わない風俗店

も含める

5項 口 取 扱事夕J

…

★階段に設置される煙感知器の設置基準の拡大

特定 1階段等防火対象物の階段室に設ける煙感知器は、 1種又は2種 のものを垂直距離 75mに つき

1個以上の個数を、火災を有効に感知するように設けること。(1階段防火対象物以外の防火対象物にお

いては、従来通りの設置基準)

★再鳴動方式受信機の設置

特定 1階段等防火対象物に設置する受信機は、地区音響装置の鳴動が停止状態にある場合においても

火災信号を受信 したときは、一定時間以内に自動的に (鳴動時に停止された場合においては自動的に)

地区音響装置を鳴動状態に移行するものであること。

※注 平 成 17年 10月 1日 までに設置及び、取 り替えが必要となります。

≪政令 省 令改正は、平成 15年 10月 1日 から施行されます》

自火報設備はそれから2年 以内に設置することが義務づけられます。
10月  H15 10月  H16

施行後2年間
10/1 Fu行


